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１ はじめに 

有機フッ素化合物（PFCs）は，多数のフッ素

（F）を有する構造のため，疎水性かつ疎油性と

いう特徴を持っており，この特徴から撥水・撥

油剤，界面活性剤等の様々な用途 1, 2)で使われ

てきた。PFCs のうち，ペルフルオロオクタンス

ルホン酸（PFOS）については，ストックホルム

条約（POPs 条約）において世界的に製造・輸出

入・使用の規制等が規定され，化学物質の審査

及び製造等の規制に関する法律（化審法）の第

一種特定化学物質に指定されたため，製造及び

輸入が事実上禁止されている。全国でも，汚染

状況の把握のための調査がなされてきた 3–6)。本

研究では，PFOS 等の PFCs の県内における大気

中の実態把握を目的として神奈川県，横浜市及

び川崎市で共同研究により実態調査を実施した。 
 
２ 方法 

２．１ 対象物質及び試薬等 

本研究で対象とした PFCs の 14 物質，ペルフ

ルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS），ペルフ

ルオロヘプタンスルホン酸（PFHpS），PFOS，
ペルフルオロノナンスルホン酸（PFNS），ペル

フルオロデカンスルホン酸（PFDS），ペルフル

オロヘキサン酸（PFHxA），ペルフルオロヘプ

タン酸（PFHpA），ペルフルオロオクタン酸

（PFOA），ペルフルオロノナン酸（PFNA），

ペルフルオロデカン酸（PFDA），ペルフルオロ

ウンデカン酸（PFUnDA），ペルフルオロドデカ

ン酸（PFDoDA），ペルフルオロトリデカン酸

（PFTrDA）及びペルフルオロテトラデカン酸

（PFTeDA）については，Wellington Laboratories， 
Inc.の 10 g/mL 混合標準液を用いた。分析全般

における補正のためのサロゲート内標準物質に

ついては，PFOS の 4 箇所の炭素を 13C で置換

された安定同位体置換物質の 13C4-PFOS 及び 
PFOA の 2 箇所の炭素を 13C で置換された 13C2-
PFOAが各 2 g/mLで混合されているWellington 
Laboratories，Inc.製の標準液を使用した。抽出溶

媒に使用したメタノールは和光純薬工業㈱製の

PFOS･PFOA 分析用を使用した。対象物質を抽

出するための固相カートリッジは，既報 7–9)の水

中の PFCs 分析で使用されている和光純薬㈱ 製
の Presep PFC-Ⅱ，クリーンナップのための固相

カートリッジについては，ジーエルサイエンス

㈱製の InertSep® GC(150 mg/3 mL)を使用した。

液 体 ク ロ マ ト グ ラ フ 及 び 質 量 分 析 計

（LC/MS/MS）の溶離液に用いたメタノール及

び酢酸アンモニウムについては和光純薬工業㈱

製の LC/MS 用を用いた。超純水は和光純薬工業

㈱製の PFOS･PFOA 分析用を使用した。 
 

２．２ 定量方法 
PFCsの定量にはLC/MS/MS（㈱島津製作所製

LCMS-8050）を用いた。分析の補正に用いたサ

ロゲート内標準物質については，PFHxS，PFHpS，
PFOS，PFNS及びPFDSの補正に13C4-PFOSを，

PFHxA，PFHpA，PFOA，PFNA，PFDA，PFUnDA，
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PFDoDA，PFTrDA及びPFTeDAの補正に 13C2-
PFOAを使用した。 

 
２．３ 調査期間 

表１に調査期間を示す。概ね 10 時から翌日

10 時までの 24 時間サンプリングとした。 
 

表１ 調査期間 

採取時期 採取日 

温暖期 
 
寒冷期 

①2015 年 7 月 14 日～16 日 
②2017 年 7 月 25 日～28 日 
③2016 年 2 月 15 日～18 日 
④2017 年 2 月 21 日～24 日 

 

２．４ 採取方法 

PFCs の捕集には，ハイボリウムエアサンプラ

ーHV-1000R（柴田科学製）を用い，700 L/分の

流量で吸引した。捕集材には石英繊維フィルタ

ー（Pall 社製 Pallflex 2500QAT-UP）（以下，QFF），
ポリウレタンフォーム（柴田科学製 ダイオキシ

ン用）（以下，PUF），活性炭繊維フエルト（柴

田科学製 ダイオキシン用）（以下，ACF）を使

用し，採取方法は「化学物質環境実態調査の手

引き」10)に準拠して行った。 

 
２．５ 調査地点 

調査地点は，①麻生測定局（以下，麻生），②

生田浄水場（以下，生田），③高津測定局（以下，

高津），④池上測定局（以下，池上），⑤川崎市

環境総合研究所（以下，川崎研），⑥長浜測定局

（以下，長浜），⑦矢沢交差点測定局（以下，矢

沢），⑧綾瀬市役所（以下，綾瀬），⑨神奈川県

環境科学センター（以下，県環セ），⑩移動局山

北（以下，山北），⑪神奈川県水産技術センター

（以下，県水技）の 11 地点とした。調査地点を

図１に示す。なお，生田は 2016 年度から調査を

開始した。 
 

２．５ 分析方法 
分析方法は「平成 15 年度化学物質分析法開発

調査報告書（環境省）11)」及び「平成 26 年度版

化学物質と環境 モニタリング調査対象物質の

分析法概要（環境省）12)」に準拠して行った。 
大気を捕集した QFF，PUF 及び ACF は高速

溶媒抽出装置により抽出し，抽出液はロータリ

ーエバポレーターで 20 ｍL まで濃縮し，2 分割

した後，窒素吹き付けで各 1 mL に濃縮し，各

液を合わせて窒素吹き付けでメタノール 1 mL
に濃縮し，100 mL PFOS，PFOA 分析用超純水に  
加え，ギ酸で pH 約 3.5 にし，サロゲートを 10 
ng 添加し，Presep PFC-Ⅱに通液後，3000 rpm/min
で 15 分間の遠心分離，0.1 %アンモニア/メタノ

ール溶液 2 mL で溶出した。溶出液は，窒素吹

き付けで 1 mL に濃縮し，InertSep® GC に通液

してクリーンナップし，さらに 0.1 %アンモニ

ア/メタノール 4 mL を通液して窒素吹き付けで

1 mL に濃縮し，LC/MS/MS で分析した。 
 
３ 結果及び考察 

PFCs の大気中濃度を図２に示す。温暖期につ

いては，2015 年度夏季の矢沢で PFNA が最大

濃度の 152 pg/m3 検出された。平成 21 年度か

ら平成 22 年度にかけて行った大阪府の調査 3, 

4)では，PFNA の最大値は 48 pg/m3 であった。

その他の PFCs については，大阪府の調査結果

の範囲内であった。平成 29 年度夏季の矢沢で

PFNA が 36 pg/m3 検出され，大阪府の調査の最

大 48 pg/m3 と同程度であった。その他の PFCs
については，大阪府の調査結果の範囲内であっ

た。寒冷期については，すべての PFCs につい

て，濃度が低く，温暖期より１オーダーから２

オーダー低かった。清水ら 5)は，寒冷期の調査

では石英繊維ろ紙に捕集された粒子体に吸着し

ている濃度の方が高く，温暖期の調査では

PUF に捕集されたガス体濃度の割合が寒冷期

と比較して増加したことを報告している。この

ことを確認するため，PFCs 濃度と気象データ図１ 調査地点 
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の関連を考察した。気象データは，オキシダン

ト（以下，Ox），微小粒子状物質（以下，

PM）を測定している測定地点最寄りの一般大

気環境測定局（以下，測定局）の値を用いた。

測定地点と測定局の対応を表２に示す。ここで

は，ガス状成分の挙動，あるいは大気安定の指

標として Ox，粒子状成分の挙動の指標として

PM を用いた。Ox と PM の日平均値を図３に

示す。ガス状の Ox 濃度は温暖期に高く，粒子

状の PM 濃度は，温暖期と寒冷期で大きな差は

なかった。温暖期は PFCs がガス態として拡散

することで高濃度となり，寒冷期は揮散が抑制

されたり，揮散している PFCs が凝集し粒子化

し，大気中の存在量が減少することにより，温

暖期より濃度が低下したと考えられる。地点間

の濃度差について，矢沢の PFNA が高かった

が，Ox と PM 濃度については，他の地点と比 

表２ 測定地点と測定局の対応 

調査地点 
気象データ 

測定局 
（略称） 

①麻生 麻生測定局 （麻生） 

②生田 宮前測定局 （生田） 

③高津 高津測定局 （高津） 

④池上 田島測定局 （田島） 

⑤川崎研 大師測定局 （大師） 

⑥長浜 長浜測定局 （長浜） 

⑦矢沢 泉区総合庁舎 （泉） 

⑧綾瀬 大和市役所 （大和） 

⑨県環セ 平塚市旭小学校 （平塚） 

⑩山北 移動局山北町 （山北） 

⑪県水技 三浦市城山 （三浦） 

図２ PFCsの大気中濃度 
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較して高くなかった。気象の影響で矢沢が高か

ったのではなく，発生源がある可能性が考えら

れる。また，風向については，2015 年の温暖

期は南から南西が多く，2017 年の温暖期は南

から南西と北から北東が同様に多く，2016 年

及び 2017 年の寒冷期は北よりの風が多かっ

た。発生源は，矢沢より南の方角に存在する可

能性があるが，PFNA は PRTR 等の規制物質で

はないので，発生源の詳細は把握できなかっ

た。PFNA については，経口毒性と吸入毒性で

は，影響が生じるメカニズムが違うが，吸入毒

性の値がないので，経口毒性のミニマムリスク

値 3×10-6 mg/kg/day13)と矢沢の最大値 152 
pg/m3 を用い，ヒトの体重を 50 kg，呼吸量を

15 m3/day，吸収率を 1 として算出した暴露量

と比較した。暴露量は，152 pg/m3×15×1÷50
×109＝0.456×10-6 mg/kg/day となり，ミニマム

リスク値より低かった。発生源の解明及び

PFNA の吸入毒性情報の収集については今後の

検討課題である。 
 

４ まとめ 

PFOS等の PFCsの県内における大気中の実態

調査を実施した。温暖期と寒冷期を比較すると，

寒冷期については，すべての PFCs について，

温暖期より１オーダーから２オーダー低かった。

Ox 及び PM の挙動から，PFC 温暖期は PFCs が
主にガス態として拡散，寒冷期は揮散が抑制さ

れた状態，あるいは粒子化し存在しているため

と考えられた。矢沢で夏季に高濃度であった

PFNA について，経口毒性のミニマムリスク値

3×10-6 mg/kg/day を用い計算した大気濃度の評

価値は 7,500 ng/m3 となり，矢沢の最大値 152 
pg/m3 の方が低かった。 
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